
「今を変えれば将来が変わる」を
スローガンに掲げる森氏。
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環
境
と
開
発
の
一
石
二
鳥
。

ウ
ラ
セ
株
式
会
社
（
福
井
県
）

テ
リ
ア
素
材
、家
電
や
医
療
用
品
を
は
じ

め
と
し
た
産
業
資
材
な
ど
に
繊
維
加
工

技
術
を
応
用
。
社
員
２
２
３
人
※
１
の
う

ち
、
約
20
％
に
あ
た
る
45
人
体
制
の
研

究
・
開
発
部
門
が
原
動
力
と
な
り
、多
角

的
に
事
業
を
展
開
し
て
い
る
。

 

「
自
分
た
ち
の
加
工
技
術
で
で
き
る
こ
と

な
ら
、何
で
も
挑
戦
し
よ
う
と
い
う
の
が

わ
が
社
の
方
針
。
同
じ
こ
と
を
繰
り
返
し

て
い
て
は
、い
つ
か
は
取
り
残
さ
れ
て
し

ま
い
ま
す
か
ら
ね
」と
の
森
氏
の
言
葉
に

実
感
が
こ
も
っ
て
い
る
の
は
、
同
社
は
、

過
去
に
経
営
破
綻
の
危
機
に
瀕
し
た
経

験
が
あ
る
か
ら
だ
。

 

「
安
価
な
海
外
製
品
の
流
入
で
国
内
の
繊

維
産
業
は
大
打
撃
を
受
け
、事
業
の
多
く

を
衣
料
素
材
の
加
工
に
依
存
し
て
い
た

当
社
の
売
上
も
落
ち
込
み
、２
０
０
０
年

に
債
務
超
過
に
陥
っ
た
の
で
す
」

　

こ
の
窮
地
に
立
ち
向
か
っ
た
の
が
先

代
社
長
の
藤
江
賢
治
氏
。
衣
料
部
門
を
整

理
し
、当
時
ま
だ
小
規
模
だ
っ
た
産
業
資

材
部
門
を
強
化
。
さ
ら
に
社
員
に
危
機
感

と
当
事
者
意
識
を
も
っ
て
も
ら
お
う
と
、

業
績
や
コ
ス
ト
な
ど
の
経
営
情
報
を
月

次
で
公
開
。
経
営
課
題
を
解
決
す
る
た
め

の
意
見
を
募
る
な
ど
、
社
員
と
一
体
と

な
っ
て
改
革
に
取
り
組
み
、数
年
後
に
は

Ｖ
字
回
復
を
成
し
遂
げ
た
。
そ
の
と
き

16
億
円
を
要
し
た
が
、「
原
油
価
格
が
高
騰

し
て
い
た
た
め
燃
料
代
を
抑
え
た
い
」と

自
前
で
の
導
入
を
決
断
。
結
果
と
し
て
、

最
大
時
に
12
億
円
費
や
し
て
い
た
燃
料
コ

ス
ト
を
８
・
５
億
円
に
削
減
で
き
た
。

　

さ
ら
に
、導
入
後
４
年
間
で
Ｃ
Ｏ
２
の

排
出
量
を
約
３
・
５
万
ト
ン
削
減
。
Ｊ–

Ｖ

Ｅ
R
※
３
に
申
請
し
、
認
証
さ
れ
た
ク
レ

ジ
ッ
ト
の
売
却
が
売
上
に
も
貢
献
し
た
。

ち
な
み
に
、こ
の
排
出
削
減
量
は
、当
時
、

国
内
最
大
規
模
だ
。

　

Ｒ
Ｐ
Ｆ

ボ
イ
ラ
ー

の
設
置
を

機
に
、
同

社
は
環
境

性
能
に
優

れ
た
設
備

の
導
入
を

加
速
。
11

年
に
は
ボ

イ
ラ
ー
か

培
っ
た
経
営
参
画
の
企
業
風
土
は
、分
厚

い
研
究
・
開
発
体
制
を
可
能
に
す
る
高
収

益
体
質
を
も
た
ら
し
、今
も
ウ
ラ
セ
の
背

骨
と
し
て
経
営
を
支
え
て
い
る
。

　

森
氏
が
社
長
に
就
任
し
た
の
は
09
年
。

も
と
も
と
地
元
銀
行
の
役
員
で
、藤
江
氏

の
改
革
を
サ
ポ
ー
ト
し
た
実
績
を
買
わ

れ
て
招
へ
い
さ
れ
た
。
次
世
代
に
向
け
て

の
成
長
戦
略
を
描
く
段
階
に
入
り
、森
氏

が
打
ち
出
し
た
の
が
、環
境
経
営
だ
。

 

「
染
色
加
工
は
、油
や
水
、電
気
な
ど
を

大
量
に
消
費
す
る
産
業
な
の
で
す
。
自
分

た
ち
の
事
業
が
環
境
に
及
ぼ
す
影
響
に

目
を
つ
ぶ
っ
た
ま
ま
で
は
、い
つ
か
は
地

域
を
追
わ
れ
る
日
が
く
る
の
で
は
な
い

か
。
そ
れ
な
ら
ば
経
営
に
余
裕
が
あ
る
う

ち
に
何
と
か
し
よ
う
と
考
え
ま
し
た
」

　

そ
の
端
を
開
い
た
の
が
、ウ
ラ
セ
の
工

場
、お
よ
び
隣
接
す
る
グ
ル
ー
プ
会
社
の

株
式
会
社
マ
ル
サ
ン
ア
イ
※
２
の
工
場
に

蒸
気
を
供
給
す
る
Ｒ
Ｐ
Ｆ
ボ
イ
ラ
ー
の

導
入
。
廃
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
や
、同
社
の
工

場
か
ら
出
る
繊
維
く
ず
や
紙
く
ず
を
リ

サ
イ
ク
ル
し
て
燃
料
に
す
る
最
新
機
だ
。

当
時
は
Ｒ
Ｐ
Ｆ
燃
料
を
使
う
ボ
イ
ラ
ー
は

ま
だ
助
成
金
の
対
象
で
は
な
く
、建
設
に

　
企
業
に
も
環
境
負
荷
を
減
ら
す
社
会

的
責
任
が
あ
る
の
は
、今
や
常
識
。
そ
の

対
応
姿
勢
と
行
動
を
、消
費
者
、取
引
先
、

地
域
住
民
は
見
て
い
ま
す
。
政
府
も
省
エ

ネ
型
の
設
備
へ
の
切
り
替
え
を
呼
び
か

け
、負
担
を
軽
減
す
る
た
め
に
助
成
制
度

を
設
け
て
支
援
。
今
回
紹
介
す
る
ウ
ラ
セ

株
式
会
社
も
公
的
助
成
を
上
手
に
活
用

し
な
が
ら
、数
億
円
規
模
の
省
エ
ネ
設
備

を
数
多
く
導
入
し
、積
極
的
に
環
境
経
営

を
推
進
し
て
い
ま
す
。
そ
の
取
り
組
み
の

中
身
を
森
順
一
社
長
に
伺
い
ま
し
た
。

　

１
９
１
８
年
創
業
の
ウ
ラ
セ
は
、繊
維

の
染
色
加
工
で
成
長
し
て
き
た
企
業
。
特

に
中
肉
厚
地
の
生
地
の
濃
染
加
工
は
高

く
評
価
さ
れ
、女
性
用
ブ
ラ
ッ
ク
フ
ォ
ー

マ
ル
の
生
地
で
は
国
内
シ
ェ
ア
65
％
を

誇
る
。
近
年
は
衣
料
品
に
限
ら
ず
、イ
ン

※1 2016年9月現在。  ※2 薄地の染色加工を専門とし、2005年にウラセグループに入る。ウラセとは経営陣、間接部門を共有する兄弟会社との位置づけ。  ※3は裏面。

Valued Company
公的助成活用事例編⓮

ヴァリュード・カンパニー

生
産
設
備
の
更
新
に
、

助
成
金
を
上
手
に
利
用
。

経
営
危
機
を
乗
り
越
え
、

事
業
の
多
角
化
に
邁
進
。

公的助成を受けるに値する、価値ある事業を展開する企業を紹介するシリーズです。

Vol.87

環境・
省エネ
対策



環境・省エネ対策で活用できる主な公的助成制度（概要）

制度名 受給要件 補助率等

❶エネルギー使用
　合理化等
　事業者支援補助金

省エネルギー効果または電力ピーク対策効果が一定
以上見込まれる設備・システムへの更新などを行い、
かつ、それが費用対効果や技術の先端性などをふま
えた政策的意義が高いと認められること。

1/3以内※1（100万円〜20億円※2）
※1 エネマネ事業者を活用する場合は1/2以内。
※2 工場間一体省エネルギー事業の場合は30億

円。複数年度事業の場合は全体で50億円。

❷既存建築物省エネ化
　推進事業

既存オフィスビルなどの躯体（外皮）、および建築設
備に対し、建物全体で15％以上の省エネルギー効果
が見込まれる改修工事を行い、改修後の省エネ性能
を表示し、かつ継続的な省エネ活動に取り組むこと。

1/3以内（最大5,000万円※3）
※3 省エネルギー改修に加え、バリアフリー改修

を行う場合は、最大2,500万円を加算。

❸ASSET事業
　    先進対策の効率的実施による
　　 二酸化炭素排出量大幅削減
　　 設備補助事業

先進的な温室効果ガス排出抑制設備を含めた設備
導入を行い、削減目標量を達成すること。未達成の
場合、排出枠取引※4により目標を達成すること。

1/3以内
（最大2億円）

❹2016年度に、2015年度補正予算による「中小企業等の省エネ・生産性革命投資促進事業」が実施されたが、現在※5は
公募を終了。2017年度予算で、同施策に替わる助成が検討される模様。

若狭町の休耕田を利用した圃場。コケユニットの
上に遮光シートを被せ、環境適応を図っている。

ら
出
る
余
剰
蒸
気
を
利
用
し
た
自
家
発

電
機
を
設
置
し
、マ
ル
サ
ン
ア
イ
全
社
の

使
用
電
力
を
約
25
％
削
減
し
た
。
こ
の
施

策
は
「
平
成
23
年
度
自
家
発
電
設
備
導
入

促
進
事
業
」に
採
択
さ
れ
、導
入
費
用
１
・

５
億
円
の
半
分
を
助
成
金
で
ま
か
な
う

こ
と
が
で
き
た
。

　

翌
年
に
は
ウ
ラ
セ
、

マ
ル
サ
ン
ア
イ
と
も
に

省
エ
ネ
型
に
改
良
し
た

染
色
加
工
機
の
稼
働
を

開
始
。
こ
れ
ら
は
「
平
成

24
年
度
円
高
・
エ
ネ
ル

ギ
ー
制
約
対
策
の
た
め

の
先
端
設
備
等
投
資
促

進
事
業
」に
採
択
さ
れ
、

ウ
ラ
セ
で
は
１
・
６
億

円
、
マ
ル
サ
ン
ア
イ
で

は
２
億
円
に
の
ぼ
っ
た
導
入
費
用
の
半

分
が
助
成
さ
れ
て
い
る
。

 

「
大
き
な
省
エ
ネ
効
果
を
生
み
出
そ
う
と

す
れ
ば
、設
備
投
資
に
そ
れ
な
り
の
お
金

が
か
か
り
ま
す
か
ら
、助
成
金
は
積
極
的

に
利
用
し
て
い
ま
す
。
そ
れ
に
、省
エ
ネ

型
へ
の
設
備
更
新
は
、生
産
ラ
イ
ン
を
最

新
鋭
化
す
る
一
石
二
鳥
の
効
果
が
あ
る

の
で
す
よ
。
当
社
の
よ
う
な
研
究
・
開
発

型
の
企
業
で
は
、新
し
い
製
品
を
発
想
し

て
も
、採
算
に
乗
る
コ
ス
ト
で
製
造
で
き

な
い
と
意
味
が
あ
り
ま
せ
ん
か
ら
ね
」

　

同
社
の
環
境
経
営
は
、思
わ
ぬ
と
こ
ろ

で
反
響
が
あ
っ
た
。

 

「
当
社
の
生
地
を
使
用
す
る
海
外
の
ア
パ

レ
ル
メ
ー
カ
ー
が
視
察
に
訪
れ
る
の
で

す
。
環
境
意
識
の
高
い
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
で

は
、生
産
現
場
が
環
境
に
配
慮
し
て
い
る

こ
と
が
商
品
価
値
を
高
め
る
そ
う
で
、素

材
メ
ー
カ
ー
を
指
名
し
て
発
注
す
る
ブ
ラ

ン
ド
も
あ
る
ほ
ど
で
す
」

　

こ
の
ほ
か
、同
社
が
取

り
組
む
環
境
事
業
に
、屋

上
緑
化
な
ど
に
使
わ
れ

る
コ
ケ
の
栽
培
が
あ
る
。

子
会
社
の
グ
リ
ー
ン
プ

ラ
ン
ト
若
狭
株
式
会
社

が
福
井
県
若
狭
町
と
連

携
し
て
推
進
し
て
い
る
。

若
狭
町
と
は
天
然
水
の

商
品
化
で
縁
が
あ
り
、

「
過
疎
が
進
ん
で
休
耕
田

が
広
が
る
寂
し
い
景
色
を
目
に
す
る
た
び

に
、
こ
の
土
地
を
活
用
す
る
手
は
な
い

か
」と
考
え
た
そ
う
だ
。
大
阪
府
立
大
学

の
教
授
が
開
発
し
た
短
期
間
で
コ
ケ
を
栽

培
で
き
る
技
術
を
活
用
し
、植
物
工
場
で

育
成
し
た
コ
ケ
を
自
然
環
境
に
適
応
さ
せ

る
圃ほ
じ
ょ
う場

と
し
て
休
耕
田
を
用
い
た
。

 

「
こ
う
し
て
雇
用
を
生
み
出
せ
ば
、地
域

の
活
性
化
に
つ
な
が
り
ま
す
。
収
益
が
あ

が
る
事
業
で
は
な
い
で
す
が
、地
元
の
発

展
に
貢
献
す
る
の
も
企
業
の
大
事
な
役
割

だ
と
思
っ
て
い
ま
す
」

　

実
は
助
成
金
の
採
択
時
に
は
、単
に
省

エ
ネ
性
能
だ
け
で
な
く
、地
域
経
済
や
雇

用
、日
本
の
産
業
発
展
に
ど
れ
だ
け
貢
献

す
る
か
の
視
点
で
も
評
価
さ
れ
る
、と
い

う
裏
の
話
も
聞
か
せ
て
く
れ
た
。

※3 環境省が2012年度まで実施したオフセット・クレジット制度。現在はＪ-クレジット制度に統合されている。

＊環境省、経済産業省、国土交
通省発表の2016年度施策情
報に基づいて作成しています。

※4 ASSET事業に参加する他社の排出枠の余剰分を購入するほか、国内認証排出削減量（国内クレジット制度、オフセット・クレジット〔J-VER〕制度、グリーンエ
ネルギー二酸化炭素削減相当量認証制度、J-クレジット制度において認証された温室効果ガスの量）も利用可能。

＊上記❶〜❹各制度の詳細については以下をご覧ください。 
　❶❹環境共創イニシアチブHP→「事業一覧」フレーム→（該当補助金）　❷既存建築物省エネ化推進事業評価事務局HP
　❸ASSETウェブサイトHP（環境省）

※5 2017年1月現在。

2016年度まで複数年度にわたり事業が継続しており、2017年度も実施が見込まれるものを掲載。

（2017.3.1）

助
成
金
の
採
択
に
は
、

地
域
貢
献
も
評
価
さ
れ
る
。

（注）
記事中に記載の法令や制度等は取材当時のもので、将来変更されることがあります。詳細につきましては、各専門家にご相談いただきますようお願いいたします。
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